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不平等に立ち向かう
パンデミック対策に向けたエイズ40年の教訓



02

目　次

  4 不 平 等に 立ち向かう

  8 2 0 年にわたるエイズ 対 策 の 成 果を踏まえて

12 成 果を左 右した 不 平 等

13 国 内 障 壁として の 貧 困と学 校 教 育 の 欠 如

16 取り残され た 子 供 たち

17 H I V 対 策を阻むキー ポピュレーションの 犯 罪 化

19 女 性 、 男 性 、 若 者 が 直 面 するそれ ぞ れ の 課 題

22 世 界 の 進 路を示 す 新 戦 略と 2 0 2 5 年ターゲット

23 2 0 2 5 年ターゲットと 2 0 2 1年 政 治 宣 言 の 約 束
何 が 新しく、 野 心 的なのか

24 エイズ 終 結に 向けたより強 力 で 賢 明な投 資

28 不 平 等に 拍 車をかける C O V I D - 19 ショック

30 パンデミック対 策に 生か す べき H I V の 教 訓

31 G I P A 原 則

32 高 い 成 果を上げ た 国 が 示 すこれからの 道

報告書の紹介と要約

第1章



03



04

不平等に立ち向かう

北半球で夏が始まる2021年の半ばになると、先進国では予防接種を受け

終えた家族や友人が海岸や湖畔に集まっておしゃべりをしたり、バーベ

キューを行ったりする光景が見られました。普通の生活がやっと戻ってき

たような印象を受けます。

　21世紀の最初の四半期における「普通」は複雑です。大金持ちが豪華なヨットを

浮かべる地中海では、紛争と飢餓に苦しみ、故国を逃れようとする難民たちが何人

も溺死しているのです。同じ海域において「普通」はこれほどまでに意味が異なって

います。世界中の多くの女性と少女にとって「普通」とは、結婚するかどうか、そ

して家族としての生活をいつ始めるのか、を選択できないということを意味していま

す。出生時に割り当てられた性別を拒否して生きようとする人、同性の相手と夜を過

ごし、残りの人生を共に生きていこうとする人にとって「普通」とは、その選択によっ

て嫌がらせを受けたり、投獄されたり、殺されたりすることを意味しています。「普

通」とは、あなたの皮膚の色によって、警察官が親切にしてくれるか、まもってくれ

るか、首根っこをつかまえるのかを決める可能性があることを意味しています。「普通」

とは、性別や性自認、性的指向、人種、収入によって、病気から身をまもり健康を

維持するための施設や手段を得られるかどうかに大きな差があることを意味していま

す。「普通」とはエイズ関連の原因で年間68万もの人が亡くなっていることを意味

しています。80万人の子供を含む1000万人以上のHIV陽性者が、命を救うため

に必要な治療を安価で利用できるはずなのに、それを受けられずにいるのです。

　各国の国内でも国際間でも不平等は、明らかに存在しており、それが世界の「普

通」になっているのです。COVID-19パンデミックがその不平等をさらに広げていま

す。たとえば、COVID-19対策のロックダウンに伴い、先進国でも途上国でも女性

と少女が家庭内暴力の被害を受けるリスクが高まっています（1、2）。国の保健・

社会的保護システムから国籍のない人を排除することで、移民やその他の移住人口

層は、コロナウイルスのパンデミックに対しとりわけ弱い立場に追い込まれています。

HIV感染のリスクが高まっていた西ヨーロッパのセックスワーカーは、顧客を失い、

収入も減少していますが、その多くは政府のCOVID-19支援対策を利用できずにい

ます（3）。

　COVID-19ワクチンが普及すれば、何百万という人の命を救うことができるのに、

途上国には回ってきません。感染の新たな波が襲い、もともと資金が不足している

途上国の医療制度では対応しきれない状態です。COVID-19ワクチンを少なくとも

1回接種した人の割合は2021年6月末現在、低所得国でわずか1％、下位中所得

国でも11％です。高所得国ではこの時点ですでに46％に達していました（4）。
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　このことはHIV陽性者にとって重大な影響があります。HIV陽性者の多くは低所

得国および下位中所得国で生活しているうえ、SARS-CoV-2に感染したHIV陽性

者はCOVID-19の重症化と死亡のリスクが高いことを示すエビデンスも増えているか

らです（5、6）。2020年には世界のHIV陽性者の3分の2（67％）がサハラ以南

のアフリカで暮らしています（図0.1）。2021年6月現在、この地域でCOVID-19

ワクチン接種率が最も高かったのは赤道ギニア（19％）、次いでボツワナとジンバブ

エ（それぞれ9％）、ナミビア（6％）となっています。他に5％を超えている国はあ

りません（図0.2）。富裕国なら手に入ったHIV治療薬を利用できるようにするため

に何十年も闘いを続けた後で、途上国のHIV陽性者は、人びとに利益をもたらすは

ずの国際システムによって、再び健康への権利を否定されているのです。

　世界がCOVID-19に対応し、将来のパンデミックにも備えるためには、40年にわ

たるHIVとの闘いで得られた経験を検証し、その教訓を生かす必要があります。今

年のグローバル・エイズ・アップデート報告でUNAIDSがまとめたデータとケースス

タディは、エイズ対策の成功がどのようにして得られたのかを示しています。大切な

のは十分な資金が動員されること、そして、最も大きな影響を受けているコミュニティ

がその資金を公平に使えるようにするための権限を保障することでした。それとは対

照的に、分裂、格差、人権無視がHIV対策の失敗の大きな要因となり、HIVの流

行が依然、世界的な健康危機であることを許しているのです。

HIVは、いまなお世界的な健康危機です。

■　世界のHIV陽性者は3770万人。
このうち1020万人は治療を受けられずにいます。

■　年間の新規HIV感染者は150万人。

■　年間のエイズ関連の死者数は68万人。
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図 0.1　世界の成人層（15-49歳）のHIV陽性率、2020年

図 0.2　COVID-19ワクチンを少なくとも1回、受けた人の全人口に占める割合、国別、2021年6月23日現在
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　90-90-90ターゲット
は達成こそできなかった
ものの、目標から大きく
隔たっていたわけでは
ありません。2020年末
の時点で、HIV陽性者全
体のうち、自らの感染を
知っている人の割合は
84%でした。そして、感
染を知ったHIV陽性者の
87%が抗レトロウイルス
治療を受けており、治療
を続けている人の90%
は体内のウイルス量が抑
制されています。

20年にわたるエイズ対策の成果を踏まえて

　新型コロナウイルスは、人類がこれまでに制御できず、排除もできていないパン
デミックの病原体リストの最上位に位置づけられています。HIVもそうした病原体の
一つです。2020年には世界全体で年間150万人［100万-200万人］が新たに
HIVに感染し、68万人［48万-100万人］がエイズ関連の原因で死亡しました。
エイズの最初の症例が記録されてから40年が経過してもなお、世界はこうした現実
に直面しています。2020年のHIV陽性者数は世界全体で3770万人［3020万
-4510万人］に達し、そのうち1020万人［980万-1020万人］はHIV治療を受
けられずにいます。治療を受けていない人のうち、約410万人は自分がHIVに感染
していることも知らず、610万人は自らの感染を知っているけれども治療を受けるこ
とができない状態です。

　2001年に国連がHIVに関する最初の特別総会を開催してから20年の間に大き
な成果が達成されてきました。それでもエイズパンデミックは巨大な規模で続いてい
るのです。資金の厳しい国にとってはかつて、抗レトロウイルス薬はあまりにも高価
で、服薬が複雑過ぎると考えられていました。しかし、2020年末には世界全体で
推定2750万人［2650万-2770万人］のHIV陽性者が服薬しています。

　90-90-90ターゲットはここ数年、HIV検査と治療の普及を促してきました。（注1）

ターゲットの達成により、少なくともHIV陽性者の73％が体内のウイルス量抑制を
果たし、健康を維持することができるようになるとともに、 ウイルスの拡散を防ぐこと
にもなります。UNAIDSが2014年に初めて90-90-90ターゲットを提案した時に
は、野心的な幻想にすぎないと嘲笑する人もいましたが、2年後の国連総会では、
2020年にこのターゲットを達成することが世界共通の目標として採択されていま
す。その結果、2020年末の締め切り段階では、地理的にも流行や社会経済的状
況からみても、異なる状態にある少なくとも8カ国が目標を完全に達成しています。
また、それ以外の11カ国でもHIV陽性者の73％が体内のウイルス量抑制を果たし
ていました。HIVの流行に最も大きな影響を受けている東部・南部アフリカ地域では、
平均するとほぼ目標を達成しており、西ヨーロッパ・中央ヨーロッパ地域および北

アメリカ地域ではHIV陽性者の74％がウイルス量の抑制を果たしています。

　しかし、 世界全体でみると、目標から大きく隔たっていたわけ
ではありませんが、ターゲットは達成できずに終わりました。

2020年末現在、自らの感染を知っている人はHIV陽性
者の84％［67–>98％］であり、感染を知っている人

のうち抗レトロウイルス治療を受けている人は 87%
［67–>98%］、ウイルス量の抑制を果たしている

人は治療を受けている人の90％［70–>98％］
でした。それぞれのギャップは小さいように見

えますが、合計するとHIV陽性者の4分の
1以上（27％）が治療を受けておらず、ほ

ぼ3分の1は体内のウイルス量を抑制で
きていません（図0.3）。こうしたギャッ
プは子供、若者、男性といった人口
集団内ではさらに拡大しています。

（注1）90–90–90ターゲットは、
HIV陽性者の90％が自らのHIV
感染を知り、感染を知った人の
90％が治療を受け、さらに治療
を受けている人の90％が体内
のウイルス量の抑制を果たすこ
とを目標にしている。



　HIV治療が世界に普及したことで、何百万もの人の命が救われました。過去20

年間で1660万人［1170万〜2420万人］のエイズ関連の死亡が回避されたと推

定されているのです。とくに2010年以降はエイズ関連の死亡率が47％減少してい

ます。（図0.4）。

　HIV感染予防の成果はそれに比べるとあまりはかばかしくありません。成人の年

間新規HIV感染者数は過去4年間、世界全体でみるとほとんど変化がありません。

2010年当時と比べても減少率は31％にとどまっており、2016年に国連総会で設

定された2020年ターゲットの75％を大きく下回っています（図0.5）。予防に最大

限の成果を上げるには、最も大きなリスクに直面している人たちに焦点を当て、構

造的、行動学的、生物医学的アプローチを組み合わせた対策を導入する必要があり

ます。このことはこれまでの経験で示されているのですが、あまりにも多くの国がそ

の導入に失敗しているのです。コンドームを常に使用することは、可能ではあるもの

の、すべての人が実行するのは難しいということが証明されています。たとえば、

多くの国で、女性が性行為の相手に対し、常にコンドームを使ってほしいと交渉する

には、それを可能にする支援が必要であり、そのためにはもっと大きな機関が必要

になります。曝露前予防（PrEP）や自発的男性器包皮切除（VMMC）の普及率も

2020年には、5年前に設定されたターゲットを大きく下回っていました。

図 0.3　HIV検査と治療のカスケード、世界全体、2020年

最初の95達成に向け
さらに必要な人数：
190万人

最初の90までの
ギャップ：230万人

自らの感染を知っている
HIV陽性者

治療を受けている
HIV陽性者

ウイルス量が抑制されている
HIV陽性者

84%
［67–>98%］

1番目と2番目の
95達成に向け
さらに必要な人数：
340万人

1番目と2番目の
90までの
ギャップ：300万人

73%
［56–88%］

3つの95達成に向け
さらに必要な人数：
490万人

3つの90までの
ギャップ：270万人

66%
［53–79%］
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図 0.4　2000-2025年のエイズ関連死者数、および2020年と2025年のターゲット

図 0.5　2000-2025年の年間新規HIV感染者数、および2020年と2025年のターゲット

エイズ関連死者数 ターゲット

新規HIV感染者数 ターゲット
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　新規感染はサハラ以南のアフリカ地域とカリブ地域で最も大きく減少しているもの

の、それでも2016年に国連総会で合意したターゲットの75％減を達成できた地域

はありません（図0.6）。また、東ヨーロッパ・中央アジア地域の大部分では、法律

と政策による深刻な障壁に直面し、注射薬物使用者やゲイ男性など男性とセックス

をする男性のニーズに応えられなかったことから、流行の拡大を招いています。中

東・北アフリカ地域でも年間の新規感染者数が増加し、ラテンアメリカでは過去10

年間、感染の減少は見られませんでした。

　2016年の国連総会で
は、HIVの新規感染とエ
イズ関連の死亡を2020
年までに75％減らすとい
うターゲットに合意しまし
たが、そのターゲットを達
成できた地域はありませ
ん（図0.6）。

図 0.6　新規HIV感染者数とエイズ関連死者数の推移、地域別および世界全体、2010-2020

新規HIV感染 エイズ関連の死者
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　HIVプログラムを最大
限活用して得られた大
きな成果も、他の国の対
応が不十分だったことか
ら相殺されてしまいまし
た。

成果を左右した不平等

　HIV対策の成果には大きなばらつきがあります。人びとを中心にしたアプローチに
よって得られた最も高い成果も、他の国の対応が不十分だったことから相殺されてし
まいました。

　たとえば、エストニアでは、包括的なハームリダクションのサービスを拡大したこ
とで、2007年から2016年の間にHIV感染が全国で61％減少し、注射薬物使用
者の感染は97％減少しました（72ページのケーススタディを参照）（7）。しかし、
隣国のラトビアでは、同時期に注射針交換プログラムを実施していたものの、規模
が限られており、この間の新規HIV感染は全体で72％増加しています（7）。ジン
バブエはHIV検査と治療の普及で先頭に立ってきた国です。アフリカ南部の国とし
て、かなりの額の国内資金をエイズ対策に動員し、コミュニティはサービス提供に
しっかり関与しています。国際的な財政および技術支援も強力で一貫したものでし
た。90–90–90ターゲットを達成する成果を上げており、国内ではHIV陽性の成人
の82％がウイルス量の抑制を果たしています。隣国モザンビークは、ジンバブエと
は対照的に、域内の平均から見ても遅れをとっています。国内ではHIV陽性の成人
のほぼ半数（44％）がウイルス量を抑制できないままの状態にとどまっているのです

（図0.7）。紛争や気候変動、高水準の貧困、貧弱な健康インフラなど国内には多
くの課題を抱えています。

図 0.7　ジンバブエとモザンビークにおける成人（15歳以上）のHIV陽性者数、過去6カ月
間の新規HIV感染者数、HIV検査と治療のカスケード、2020年

過去6カ月の新規HIV感染者

6カ月以前にHIVに感染し、自らの感染を知らずにいるHIV陽性者

自らの感染は知っているが治療を開始していないHIV陽性者

治療を受けているが、体内のウイルス量抑制は果たしていないHIV陽性者

治療を受け、体内のウイルス量が抑制されているHIV陽性者
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国内障壁としての貧困と学校教育の欠如

　国内の不平等もまた、世界が2030年までにエイズ終結を実現することを妨げて
います。検査と治療の格差は、HIVの影響が深刻な人たち、社会から取り残された
人たち、そしてより広範な医療サービスを利用できないでいる人たちの間で拡大す
る傾向にあります。子供、若者、男性、そしてキーポピュレーションのHIV陽性者は、
とりわけその格差が顕著です。年齢や性別、人種、所得に関連する不平等が互い
に影響し合い、サービスへのアクセスを閉ざし、健康状態を悪化させているのです。

　貧困と学校教育の欠如が、健康とHIVサービスに対する大きな障壁となっていま
す。例えば、低・中所得32カ国で行われた人口集団の調査データでは、上位5分
の1の富裕層に属している女性の方が下位5分の1の貧困層の女性よりも近代的な
手段による家族計画を選択する可能性が高く、農村部よりも都市部にすむ女性、そ
して中・高等教育を受けている女性の方が（正規の教育を受けていないか、初等教
育しか受けていない女性よりも）同様の傾向が高いことが示されています。自発的男
性器包皮切除（VMMC）サービスの利用も、収入レベルに関連しているようです。
最近の調査データのある12カ国中11カ国では、下位5分の1の低収入層の男性
は、収入の多い男性よりもサービスを受けたと報告する割合がはるかに低くなってい
ます（01章参照）。

　貧困は移住を促す要因にもなり、それがHIVサービスを利用しにくくすることが示
されています。調査によると、HIV検査と治療のサービスは移民層にとって、非移
民層より利用しにくい傾向があります（8–12）。国内の法律および規制は不法移民
に対し、サービスへのアクセスを制限するのが一般的であり、国外追放を恐れて多
くの人が不可欠なサービスの利用をためらっています。スティグマと差別が重要な
サービスの利用をさらに困難にしています。キーポピュレーションに属する移民は、
多くの国で特に厳しい差別を経験する恐れがあるのです（13、14）。

　国内の不平等もまた、
世界が2030年までにエ
イズ終結を実現すること
を妨げています。
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　人種によるHIVサービ
スの格差も先進国のいく
つかの地域で記録されて
います。

　人種によるHIVサービスの格差も先進国のいくつかの地域で記録されています。

米国では、新規HIV感染者数に占める黒人層の割合が不釣り合いに大きくなってい

ます。2019年には、黒人人口が米国の全人口に占める割合は13%だったのに、

新規HIV感染者の割合は41%でした（15）。HIV予防サービスが普及していない

ことがその一因になっています。PrEPの対象となる人のうち、薬を処方されている

人は、白人層だと63％に達しているのに、黒人層ではわずか8％、ヒスパニック/

ラテンアメリカ系では14％でした（図0.8）（15）。HIV治療における重大な人種格

差も報告されています。治療とケアの開始が遅く、抗レトロウイルス治療の継続率が

低いこと、スティグマと差別の増加、医療提供者への不信やアクセスの欠如、健康

保険を適切に利用できていないことなどが要因となっています（16–19）。こうした

格差が多くみられるのは、黒人とラテンアメリカ系のゲイ男性など男性とセックスをす

る男性の間であり、この人たちは人種による不平等とホモフォビアの両方と闘わなけ

ればならないのです。

図 0.8　曝露前予防（PrEP）の対象となる人の間での普及率、人種/民族集団別、米国、2019年
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HIVの曝露を受けた乳児および小児への検査が十分に行き渡らないので、
HIV陽性の子供の5分の2以上が診断されないままになっています。

治療を受けている子供の数は2019年以降、減少しており、
2020年にはHIV陽性の子供約80万人が

抗レトロウイルス治療を受けていない状態です。
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　治療を受けていない子
供のほぼ3分の2は5-14
歳です。産後ケアの際に
HIV検査で感染が把握
できなかった子供たちで
す。

取り残された子供たち

　2020年の子供の新規HIV感染は2010年当時と比べると半分以下に減っていま
す（54%減）。減少の主な要因は、妊娠および授乳中のHIV陽性の女性が抗レトロ
ウイルス治療を受けやすくなったことです。しかし、その勢いはかなり鈍化しており、
治療を受けていないHIV陽性の妊婦の半数以上が住んでいる西部・中部アフリカ地
域では特に大きなギャップが残っています。

　HIVの垂直感染（母子感染）をなくすには、女性が性的に活発になり、家族計画
を考え、妊娠、出産、母乳育児を行う際に、それぞれの段階で求められる一連のサー
ビスを提供できるよう全体を通して改善していかなければなりません。女性がHIV感
染から自らを守れる力をつけ、HIVに感染した女性には速やかに抗レトロウイルス治
療を提供し、体内のウイルス抑制を果たせるようプログラムをより良いものにしてい
く必要があるのです。

　HIVの曝露を受けた乳児および小児への検査が十分にいきわたらないので、HIV
陽性の子供の5分の2以上が診断されないままになっています。治療を受けている
子供の数は2019年以降、減少しているのです。2020年にはHIV陽性の子供約
80万人が抗レトロウイルス治療を受けていません。成人のHIV陽性者の67%が体
内のウイルス量の抑制を果たしているのに対し、子供の場合は40％にとどまってい
ます（図0.9）。治療を受けていない子供のほぼ3分の2は5-14歳です。産後ケア
の際にHIV検査で感染が把握できなかった子供たちです。今後5年間の優先事項
は、人権に基づく指標と家族・家庭の検査を充実させること、そして、取り残され
た子供たちを診断して治療に結び付け、生涯にわたるケアを維持できるよう小児治
療を最適化することです。

図 0.9　ウイルス量が抑制されたHIV陽性者の割合、2015-2020年、成人（15歳以上）、子供（0-14歳）
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HIV対策を阻むキーポピュレーションの犯罪化

　世界のどの地域にも、HIV感染に対して特に脆弱なキーポピュレーションが存在し

ています。注射薬物使用者は、そうでない人に比べHIV感染のリスクが35倍高くなっ

ていました。トランスジェンダー女性は他の成人より34倍、女性セックスワーカーは

他の成人女性より26倍、そしてゲイ男性など男性とセックスをする男性は、異性愛

者の成人男性より25倍もHIV感染のリスクが高くなります。2020年には世界の新

規HIV感染者の65％がキーポピュレーションとその性パートナーで占められていまし

た。サハラ以南のアフリカ以外では93％です。（図0.10）。

　キーポピュレーションの人たちは、性自認や性表現、性的指向、生計を得る手段

などを理由に社会から排除され、犯罪化の対象にされ続けています。ジョージタウ

ン大学オニール国内・国際保健法研究所が中心になって行った生態学的分析では、

キーポピュレーションの犯罪化がHIV対策に悪影響を与えることを示す様々な小規模

研究の結果が裏付けられています（20）。同性間の性関係やセックスワーク、薬物

使用を犯罪とみなしているところでは、それらを犯罪としていない国と比べ、HIV陽

性者が自らの感染について知っている割合も、ウイルス抑制のレベルも有意に低く

なっています。逆に、差別を解消するための法律や人権機関の存在、ジェンダーに

基づく暴力への毅然とした対応などは、HIV対策の成果と正の相関関係がありまし

た（20）。

キーポピュレーションの人たちのHIV感染リスク（2020年）

ゲイ男性など男性とセックスをする男性 ： 異性愛男性の25倍

女性セックスワーカー ： 一般人口の女性の26倍

トランスジェンダー女性 ： 他の成人の34倍。

注射薬物使用者 ： 薬物を注射しない人の35倍

国連が支援する写真展（ペルー）で話すトランスジェンダー女性。Credit: UNAIDS
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　キーポピュレーション
の人たちは、性自認や性
表現、性的指向、生計を
得る手段などを理由に社
会から排除され、犯罪化
の対象にされ続けていま
す。

　国や地域を超えて、キーポピュレーションの人たちに向けた重要なHIV予防サー

ビスは、極めて利用しにくいか、完全に利用できない状態です。例えば、注射薬物

使用者のためのハームリダクションサービスが意味のある規模で提供されることは、

世界中のどの地域でもめったにありません。同様に、ゲイ男性など男性とセックスを

する男性に向けた予防プログラムは、高所得国の多くを含め、依然、低い状態で

す。トランスジェンダーの人たちに向けた予防プログラムも一握りの国を除けば、わ

ずかです。東部・南部アフリカ地域のセックスワーカーを対象にした予防プログラム

も少ないままです。刑務所その他の閉鎖された環境にいる人たちには、比較的容易

にHIVサービスを届けられる状態なのに、提供されていないことがよくあります。

図 0.10　2020年の人口集団別HIV感染者数、世界、
サハラ以南のアフリカおよびその他の国々
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女性、男性、若者が直面するそれぞれの課題

　ジェンダーの不平等と差別が、女性と少女から教育や保健、経済的機会などの基

本的人権を奪っています。その結果、権限を奪われることによって、女性と少女は

性の自律、意思決定力、尊厳と安全を否定されることになります。ジェンダーに基づ

く暴力は、最もひどいかたちであらわれるジェンダーの不平等のひとつです。女性と

少女がHIVに感染するリスクを高め、HIV陽性の女性に対し、治療へのアクセスと

治療継続を妨げるおそれがあります（21、22）。その影響はサハラ以南のアフリカ

で最も顕著であり、思春期の少女と若い女性（15-24歳）は全人口のわずか10％

なのに、2020年には新規HIV感染の25％を占めています（図0.11）。

　性と生殖に関する健康と権利は、女性と少女がHIV感染を防げるようにするため

の基盤です。国連総会は、妊娠・出産が可能な年齢の女性と少女の95％が2025

年までにHIVサービス、および性と生殖に関する保健サービスを十分なかたちで受

けられるようにすることを約束しました。しかし、現状ではその目標を達成できる低・

中所得国はほとんどありません。

　HIVの流行が社会に広がっている国では、少女が中等教育を修了することにより、

様々な社会的、経済的利益に加え、HIV感染からも守られるというエビデンスがあり

ます（23）。しかし、多くの国で女子は男子よりも中等教育を修了する可能性が低く、

学校に存在する差別のために教育の質も低下しています。HIV感染の発生率が高い

ところでは、思春期の少女と若い女性を対象にした包括的な予防プロジェクトがいく

つか実施されています。しかし、プロジェクトの規模は十分ではなく、女性と少女の

多くはHIV感染のリスクが高い状態のままです。

　サハラ以南のアフリカ以外では、2020年の新規HIV感染者の58％を成人男性

と少年が占めていると推計されています。その理由のひとつは、男性の方が女性よ

りもキーポピュレーションおよびその性パートナーの人口が多いことです。ただし、

それだけではありません。世界中のすべての地域で、男性はHIVサービスを利用す

る可能性が低く、検査から治療の継続へと連なる流れの中で、HIV陽性の男性は一

貫して女性よりも利用状況が悪いのです。HIV陽性の女性と比べると、HIV陽性の

男性は、自らの感染を知らない人が100万人多く、感染を知っても治療を受けてい

ない人が180万人多くなっています。また、体内のウイルス量が抑制されていない

人は、男性の方が160万人も多い状態なのです。

　どうしてケアを受けようとしない男性が多いのか。その説明のひとつとして、男ら

しさや忍耐強さを重んじるジェンダー規範をあげることができます。ただし、他の要

因も関係しています（24）。東部・南部アフリカ地域では、妊娠・出産可能年齢の

女性のプライマリヘルスケアサービスに焦点を当て、産科および母子保健サービス

がHIVサービス提供の絶好のエントリーポイントになっています。男性には同様のエ

ントリーポイントはありません（25、26）。男性にHIVサービスを提供できるように

する方策としては、職場における働きかけや自己診断アプローチの積極的な活用、

外来部門でのサービス提供などがあり、男性の健康状態を改善し、性パートナーへ

のHIV感染の予防にも役立っています。

　性と生殖に関する健康
と権利は、女性と少女が
HIV感染を防げるように
するための基盤です
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図 0.11　2020年の年齢別・性別 新規HIV感染者数および人口分布、世界全体、サハラ以南のアフリカ、サハラ以南の
アフリカ以外

サハラ以南のアフリカの新規HIV感染者数

サハラ以南のアフリカ以外の新規HIV感染者数

世界の新規HIV感染者数

サハラ以南のアフリカの人口

サハラ以南のアフリカ以外の人口

世界の人口
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　2020年にはキーポピュレーションに属する若者を含め、世界全体の新規HIV感

染の27％を若者が占めていました。HIVサービスや性と生殖に関する健康サービス

を利用する際に、若者は親の同意を必要とするという障壁に直面しています。また、

それぞれの年齢に適した良質の包括的性教育を十分に受けることができず、セック

スとセクシュアリティに関する作り話や誤った情報に対して脆弱な状態のままに置か

れてもいます。包括的性教育を受けた生徒や学生は、自分の決定や行動、そして

他の人に影響を与えるかもしれない行動について、自ら判断する力を身に着けること

ができます。包括的性教育はまた、ジェンダーに基づく暴力を防ぎ、避妊手段の利

用を増やし、性パートナーの数を減らして性交開始年齢を遅らせる役割も果たしてい

ます。

　HIVサービスや性と生
殖に関する健康サービス
を利用する際に、若者は
親の同意を必要とすると
いう障壁に直面していま
す。また、それぞれの年
齢に適した良質の包括的
性教育を十分に受けるこ
とができず、セックスとセ
クシュアリティに関する
作り話や誤った情報に対
して脆弱な状態のままに
置かれてもいます。
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　2021年のエイズに
関する政治宣言は、ター
ゲットの達成年を2025
年に設定し、大胆な約束
を行っています。野心的
ではありますが、エビデ
ンスに配慮してまとめた
UNAIDSの戦略的ガイ
ダンスに基づき、各国と
コミュニティが取り組ん
でいけば、達成は可能で
す。

世界の進路を示す新戦略と2025年ターゲット

　エイズ終結には不平等に終止符を打つ必要があります。この2つは、UNAIDS 

がHIV対策の指針として各国に呼びかけている世界エイズ戦略2021-2026『不平

等に終止符を　そしてエイズ終結を』の中心的テーマです。2021年6月に開かれ

たエイズパンデミックに関する国連総会ハイレベル会合では、この戦略が出発点とし

て位置づけられています。国連加盟国はハイレベル会合に向けて、HIV陽性者や国

連の高官、国際機関、民間部門、市民社会、学識経験者、その他の利害関係者

代表と協議し、助言を受けてきました。公衆衛生上の脅威としてのエイズパンデミッ

クを2030年までに終結させることは、持続可能な開発目標（SDGs）にも含まれる

合意目標ではありますが、現実に目を向けると、世界は数多くの課題を抱え、その

達成に向けた動きは大きく後れを取っています。そうした課題を克服するにはどうし

たらいいのかを議論したのです。

　数週間にわたる集中的な検討を重ねたうえで、国連総会はHIVとエイズに関す

る2021年政治宣言『不平等に終止符を打ち、2030年のエイズ終結に向けた軌

道に戻る』を採択しました。宣言は、ターゲットの達成年を2025年に設定し、大

胆な約束を行っています。野心的ではありますが、エビデンスに配慮してまとめた

UNAIDSの戦略的ガイダンスに基づき、各国とコミュニティが取り組んでいけば、

達成は可能です。
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■　不平等に終止符を ： エイズパンデミックを永続させている社
会、経済、人種、ジェンダーに関する不平等に終止符を打
つため、緊急に、変革を促す行動を取る。

■ 公平な成果に向けたきめ細かい目標設定 ： 関連する人口集
団や地理的な設定を通し、HIVコンビネーション予防、検査
と治療のターゲットを達成する。

■ 優先順位を付けたコンビネーション予防 ： HIV予防の包括
的なパッケージの中で、 組み合わせに優先順位を付け、
HIV感染のリスクがある人たちの95％がそれを利用できるよ
うにする。

■ キーポピュレーション ： 男性とセックスをする男性、注射薬
物使用者、女性セックスワーカー、トランスジェンダーの人
たち、受刑者など閉鎖された環境にいる人たちを含むキーポ
ピュレーションは、とりわけHIV感染の高いリスクに直面し
ていることを認識する。

■ 新たなHIVカスケード ： すべての人口集団、地理的な設定
において、検査、治療、ウイルス抑制の95–95–95ターゲッ
トを達成し、少なくとも3400万人がHIV治療を受けられる
ようにする。

■ 検出限界値未満なら感染しない（U = U）： 体内のウイルス
量が検出できないレベルにまで抑えられているHIV陽性者か
ら他の人にHIVが感染することはなく、抗レトロウイルス治
療によるウイルス量の抑制がHIV予防に大きな効果があるこ
とを認識する。

■ 子供の新規HIV感染をなくす ： 妊娠中および授乳中の女性
の95％が、HIVのコンビネーション予防、出生前のHIV検
査、再検査を受けられるようにすることで、HIV陽性の女性
の95％が妊娠・出産時と授乳中のウイルス抑制を達成し、
維持する。また、HIVの曝露を受けた子供の95％が2カ月
以内に検査を受け、HIV陽性の場合は最適な治療を受けら
れるようにする。

■ エイズ対策に必要な資金を確保する ： 低中所得国向けに年
間290億ドルの資金を確保する。その中には社会的イネー
ブラー（課題解決の実現を支える要因）に向けた投資を少な
くとも31億ドル含める。

■ 社会的イネーブラーの10–10–10ターゲット ：

— 女性、少女、HIV陽性者、HIV感染のリスクにさらされ
ている人、HIVの影響を受けている人の間で、ジェンダー
に基づく不平等や性的暴力、ジェンダーに基づく暴力を
受ける人の割合を10％未満に減らす。

— サービス利用の拒否または制限につながる抑圧的な法
律、政策環境がある国を10%未満に減らす。

— スティグマや差別を受けるHIV陽性者、HIV感染のリ
スクに曝されている人、HIVに影響を受けている人を
10％未満に減らす。

■ 性と生殖に関する健康 ： 妊娠出産が可能な年齢の女性と少
女の95％が必要なHIVサービスや性と生殖に関する保健
サービスを受けられるようにする。

■ 手頃な価格の治療薬、診断薬、ワクチン、健康技術へのア
クセス ： 安全かつ効果的で品質が保証された医薬品が世界
のどこでも手ごろな価格で入手可能となり、利用できるよう
にする。その対象にはジェネリック医薬品、ワクチン、診断
薬、およびHIV感染とその重複感染症、併存疾患の予防、
診断、治療のための健康技術も含む。

■ サービスの統合 ： 保健および社会的保護システムへの投資
を約束し、HIV陽性者、HIV感染のリスクに曝されている人、
HIVに影響を受けている人の90％が、それぞれの事情に応
じたHIVその他の統合的なサービスを受けられるようにする。

■ コミュニティのリーダーシップ、およびコミュニティによる
サービス提供とモニタリング ： コミュニティ主導のHIVサー
ビスを増やし、関連するネットワークとコミュニティに持続可
能な資金が確実に提供されるようにする。そこにはHIV対策
の策定と運用の際の意思決定も含まれ、コミュニティによる
モニタリングと調査を通じたデータも作成できるようにする。

■ GIPA ： HIV陽性者のより積極的な参加の重要性を指摘した
GIPA原則についてはっきりと言及し、実践する。

2025年ターゲットと
2021年政治宣言の約束
何が新しく、野心的なのか
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エイズ終結に向けたより強力で賢明な投資

　エイズ終結には、相当な額の国内資金を追加投資し、国際的な資金貢献をより
活性化させることが求められています。また、利用可能な資金を効率的に配分し、
COVID-19パンデミックによる財政的な影響に対応する創造的な解決策を打ち出す
必要があります。

　2020年のグローバルターゲットを達成できなかった主な理由は、低・中所得国の
HIV対策への投資が不足していたことです。過去5年間に利用できた財源は、一
貫して必要な資金を下回っており、2020年には、ターゲットとしていた260億ドル

（2016年時点のドル換算）より29％も不足していました。（注2、3） 低・中所得国に
おけるHIV対策への投資は過去10年、国内資金（公的および民間資金）の拡大が
主な源泉でしたが、その国内投資も横ばい状態になり、減少し始めています。国際
的な資金貢献はこの10年間、後退気味で、2020年には、2010年と同じレベル
に戻っていました。国内資金と国際的な資金貢献を合わせると、利用可能な資金の
総額は3年連続で減少しています。

　プログラムを遂行し、成果を上げることに失敗すれば、HIV陽性者やHIV感染の
リスクに直面している人、サービスを必要とする人が増えることになります。2030
年のエイズ終結という世界的な目標に向けてエイズパンデミック対策を軌道に戻すに
は、より高いレベルの資金が必要です。2021年のエイズに関する政治宣言で設定
された2025年ターゲットを達成するには、低・中所得国のHIV投資額を2020年
に利用可能だった資金額215億ドル（2019年換算）から、年間290億ドル（2019
年換算）に増やす必要があります。その対象には、以前は高所得国に分類されてい
た国も含まれています（図0.12）。

（注2）この章の資金利用可能額と必要額
の見積もりの対象となる低・中所得国の
グループは、2020-2021年の世界銀
行による国の所得レベル分類に従ってい
る。

（注3）2020年目標に対する不足率は、
2016年のエイズ終結に関する政治宣
言の資金目標と一致するよう、2016年
ドル換算に基づく2020年利用可能額
見積もり（185億ドル）を使用。この章
の他の資金利用可能額と必要額の見積
もりは、2019年ドル換算で、2021年
のエイズに関する政治宣言の資金目標
に合わせてある。

図 0.12　低・中所得国における利用可能なHIV資金額　2000-2020年および2025年ターゲット

国内資金（公的、民間）

その他の国際資金

米国（2国間）

2025年の必要額

資金見積もりは2019年ドル換算。対象国は2020年に世界銀行が低・中所得国として分類した国

グローバルファンド



25

　エイズ対策の資金を必要額の額面通りに確保することは課題の一部にすぎませ

ん。資金を誰が出し、どこで、どのように使われるかについても、注意深く追跡し

ていく必要があります。

　HIVに最も大きな打撃を受けている東部・南部アフリカ地域の資金需要は、

2025年に世界全体の低・中所得国で必要とされる推定額の29％を占めています。

アジア太平洋地域が総資源需要のかなりの部分（32％）を占めているのは、主に人

口規模が大きくHIV予防対策に力を入れる必要があること、および一部の国では単

価が高くなることによるものです。ラテンアメリカ地域や東ヨーロッパ・中央アジア地

域で一人当たりの資源需要が比較的、高くなるのも、単価が高いからです。

　地域別に資金利用のパターンをみていくと、十分な資金が投資され、賢明な使い

方をすれば、成果は大きくなることが示されています（図0.13）。たとえば、東部・

南部アフリカ地域では、国内投資と国際資金を組み合わせることで、HIVの影響を

極めて大きく受けているところでもHIVの予防、検査、治療を急速に拡大していくこ

とができました。また、その結果、HIV感染率とエイズ関連の死亡率が着実に、し

かも大きく減少しています。東部・南部アフリカ地域およびカリブ地域では、2020

年に利用可能な人口一人当たりの資金額が、2025年の投資目標額を達成または上

回っていたのですが、それでも2025年ターゲットの達成軌道には乗っていません。

このことは、地域内のいくつかの国で、さらに資金の配分と運用効率を高める必要

があることを示しています。ラテンアメリカ地域ではこのパターンがより顕著です。

HIV陽性者一人当たりの支出は比較的高いレベルが維持され、HIV予防の成果も比

較的、低い発生率（人口1000人あたり0.16人の感染）に達したものの、そこから

下げ止まっています。

　西部・中部アフリカ地域では、大幅に資金が不足しており、（医療費などの）自己

負担支出に継続的に依存していることから、HIV感染の発生率とエイズ関連

の死亡率の低下はより緩やかなものにとどまっています。HIV感染の

発生率とエイズ関連の死亡率が比較的低いアジア太平洋地域で

は、死亡率は低下しているものの、HIV発生率の方はあま

り低下しておらず、多くの国でHIV予防への投資を増や

す必要があることが示されています。東ヨーロッパ・

中央アジア地域ではHIV感染もエイズ関連の死

亡も急増しています。また、中東・北アフリ

カ地域でも感染が増加しています。このこ

とは、これら2つの地域のほとんどの国

でHIV対策資金が大きく不足している

ことの反映です。

　2020年のグローバル
ターゲットを達成できな
かった主な理由は、低・中
所得国のHIV対策への
投資が不足していたこと
です。
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　世界エイズ戦略は、
コンドーム、曝露前予防
（PrEP）、自発的男性
器包皮切除（VMMC）な
ど、HIVの一次予防対策
のための国内および国
際的な資金の倍増を求
めています。

　ほとんどの地域では、HIV感染の高いリスクに曝されている集団に対する効

果的なコンビネーション予防サービスのための資金が不十分です。世界エイズ戦

略2021-2026は、コンドーム、 曝露前予防（PrEP）、自発的男性器包皮切除

（VMMC）など、HIVの一次予防対策のための国内および国際な資金の倍増を求

めています。2019年の低・中所得国の推定支出額は52億ドルでしたが、2025

年には約95億ドルに増やす必要があります。HIV予防のためのこうした追加資金の

かなりの部分は、すべての地域のキーポピュレーション、およびHIVの影響が大き

いサハラ以南のアフリカ地域の思春期の少女と若い女性に焦点を当てて配分すべき

です。

　2020年にHIV対策資金として利用できた金額と2025年に必要な資金額との格

差は、国内資金を増やす余地がある上位中所得国で大きくなっています。対照的に

低所得国は依然としてドナーの財源に大きく依存しています。一つにはこれは、税収

のかなりの部分を債務返済に費やさなければならない国があるからです。COVID-19

パンデミック関連の赤字支出は今後数年間、あらゆる所得レベルにわたる国でHIV

対策の資金確保に影響する恐れがあります。
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図 0.13　低・中所得国におけるHIV陽性者1人当たりのHIV資金額、HIV感染率、エイズ関連の死亡率、2010-2020年および
2025年ターゲット

東部・南部アフリカ地域

アジア・太平洋地域

東ヨーロッパ・中央アジア地域

中東・北アフリカ地域

西部・中部アフリカ地域

カリブ地域

ラテンアメリカ地域
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　経済的な救済を確実に
行うことはステップ1（第
一歩）です。そして、ス
テップ2はCOVID-19、
HIV、その他の重大な健
康問題から人びとをまも
るために、資金が保健予
算に流れるようにするこ
とです。

不平等に拍車をかけるCOVID-19ショック

　国際通貨基金（IMF）は、COVID-19のパンデミックによりすでにある不平等と

貧困が悪化していることを警告しています。世界の最富裕層の国々は、過去数十年

で最悪の健康危機と経済ショックから経済と人口をまもるために、財政赤字を急増さ

せ、COVID-19の対応に数兆ドルを投入しました（27）。しかし、途上国にまわる

のは、その巨額な資金のほんの一部にすぎません。将来の開発援助の削減が警戒さ

れている中で、100億ドルの政府開発援助が追加されただけなのです（28）。

　低所得国ではこの間、パンデミックによる景気後退が歳入の崩壊を招き、公的債

務の負担も大きいことから、危機対応能力は大きく制限されています（27、29）。

2019年当時、低・中所得国は政府歳入の平均10.7％を医療に費やし、12.2％を

対外債務の支払いにあてていました（30）。これらの国の多くはパンデミックの間、

医療制度や社会的セーフティネットに追加の資金手当てをすることがほとんどできて

いません。途上国のワクチン接種率は低いままの状態が続いており、変異株による

流行の新たな波によって多数の低・中所得国で緊急の債務免除が必要なことが明ら

かになりました。

　世界で最も裕福な国々からなるG20グループは、46の低所得国に対し2020年

の債務返済額70億ドル分の返済を延期することに合意し、2021年にも同様の金

額の返済延期が予想されています（31）。しかし、2020年の返済延期額は、これ

らの国々の債務返済額の24％に過ぎません。このため、返済額の4分の3は、前

例のない危機に対応するため切実に必要とされる資金の中から、支払いを続けなけ

ればならなかったのです。

　新たな資金源も活用されています。2021年4月には国際通貨基金（IMF）が、

準備資産である特別引出権（SDR）について、過去最大の約6500億ドル相当を加

盟国に配分すると発表しました。この配分により、各国は債務を増やすことなく追加

の流動性を得ることができるのです（32）。しかし、これらの資金はIMF加盟国の出

資比率に比例して配分されるため、市民社会アクティビストは、富裕国が全体の約

3分の2を受け取り、低所得国が受け取れるのは約1％になってしまうと警告してい

ます（33）。このため、専門家、学者、市民社会のグループは、この特別引出権

の割り当てをCOVID-19危機の規模に合わせて1兆-3兆ドルに増やすこと、そして

富裕国には未使用の割り当て分を貧困国に譲渡することを要請しています（34）。

経済的な救済を確実に行うことはステップ1（第一歩）です。そして、ステップ2は

COVID-19、HIV、その他の重大な健康問題から人びとをまもるために、資金が保

健予算に流れるようにすることです。
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低所得国では、パンデミックによる景気後退と公的債務負担によって
危機対応能力が大きく制限されています。

途上国のワクチン接種率は低いままの状態が続いており、
変異株による流行の新たな波によって

多数の低・中所得国で緊急の債務免除が必要なことが明らかになりました。
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　COVID-19の流行が
途上国の医療制度を圧迫
し、ワクチンの普及率が
低いままの中で、治療薬
やワクチン、その他の医
療技術に関する国際的な
知的財産権に関する議
論が激化しています。

パンデミック対策に生かすべきHIVの教訓

　HIVの検査と治療で得られた成果は、各国が最も大きな影響を受けている人たち

の声に耳を傾け、協力してそのニーズに対応していけば、どんな結果を生み出せる

のかということを示しています。何十年もの間、HIV陽性者やキーポピュレーション

の人たちのコミュニティは、世界のエイズ対策の推進役となっており、先進国と途上

国の両方で、医薬品を手ごろな価格で得られるようにすること、HIV対策に十分な

資金を確保することを求めてきました。HIV陽性者にはそれが生死にかかわる問題な

のです。

　1990年代後半には、ブラジルが低価格のジェネリック抗レトロウイルス薬を製造

し、南アフリカではHIV陽性者人口が増加する中で、これらの薬を手ごろな価格で

利用できるように求める動きが起きました。しかし、そうした努力は、多国籍製薬

企業や先進国から激しい反発を受けています（35）。抗レトロウイルス薬の費用は

2000年当時、患者1人あたり年間約1万ドルだったので、利用できるのは富裕国

の数千人の患者に限られていました。その中で、すべての人が抗レトロウイルス治療

を利用できるよう求めて活動していたのが、ウガンダのエイズ支援組織（TASO）や

南アフリカの治療行動キャンペーン（TAC）などの市民社会組織です。サハラ以南

のアフリカでは2001年、エイズ関連の年間死亡者数が160万人（110万-240万

人）を超え、地域全体が壊滅の危機に追い込まれていました。世界貿易機関（WTO）

の加盟国はこの年、TRIPS協定のもとで、公衆衛生に関するドーハ宣言を採択して

います。HIV、結核、マラリアなどの感染症の流行を含む公衆衛生上の危機に国家

が対応しようとする際には、特許などの知的財産権保護がその妨げになってはならな

いということを確認するものでした（36）。（注4） ドーハ宣言で認められた治療薬と健

康技術の特許に関する強制実施権、および自発的ライセンス許諾メカニズムにより、

ジェネリック薬の生産が促進され、手頃な価格で治療薬や医療用品を調達、流通さ

せることが国際的に支援されるようになりました。それ以来、低・中所得国における

抗レトロウイルス薬の3剤併用療法の価格は下がり、一人当たりの年間平均価格は

100ドル未満になっています。（注5）

　COVID-19の流行の波が途上国の医療制度を圧迫し、ワクチンの普及状況も低い

ままにとどまっていることから、治療薬、ワクチン、その他の医療技術に関する知的

財産権をめぐる世界の議論が再び活発化しています。UNAIDSやHIV陽性者のネッ

トワークを含む、HIV対策のリーダーたちは、「人びとのワクチン・イニシアチブ」

の一環としてこの議論に加わってきました。このイニシアチブが提唱する緊急の措置

には、次のものが含まれています。COVID-19ワクチン、治療法、および関連技

術に関する知的財産権の一時的な放棄；世界保健機関（WHO）のCOVID-19技術

アクセス・プール（C-TAP）を通じた製薬会社のCOVID-19関連技術とノウハウの

共有；世界のワクチン生産を増やし、COVID-19のワクチン、治療、検査を無料で

提供できるように保証する即時かつ大規模な公的投資（37）。

（注4）「TRIPS」は、知的所有権の貿易関
連 の 側 面（Trade-Related Aspects 
of Intellectual Property Rights）を
表す。

（注5）2020年にこの価格で利用できる
第一、および第二選択薬の組み合わせ
に は、TDF / 3TC / DTG、TDF / 
3TC / EFV、AZT / 3TC / NVP、
およびTDF / FTC / EFVが含まれる。 
詳細は第09章（エイズを終わらせるた
めの投資）参照。
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GIPA原則

　エイズ・パンデミック対策の初期段階から、HIV陽性者は意思決定の場に加わる

ことを正当な要求として求めてきました。HIVの影響を受けたコミュニティはまた、

保健・社会サービスの提供に最前線で関与し続けています。サービス提供を妨げる

法律や慣行の廃止を求め、社会から排除されがちなコミュニティにサービスを提供す

るためのもう一息の努力を続け、プログラムの有効性を確保し、説明責任を果たせ

るようモニタリングを行ってきたのです。

　HIV陽性者のより積極的な参加は、GIPA原則として知られ、1983年にHIV陽

性のアクティビストたちによる史上初の大規模な会議で表明されました。この原則

は、1994年のパリ・エイズサミットで公式のものとなり、42カ国の政府代表が「HIV

陽性者のより大きな関与を支持」し、「 支援的な政治的、法的、社会的環境の創出

を促す」ことに合意したのです（38）。

　各国の国内におけるコミュニティのリーダーシップとサービス提供は、HIV対策と

同じように、COVID-19に対しても極めて重要なことが明らかにされています。コー

トジボワール、インドネシア、ケニアなどではコミュニティグループが抗レトロウイル

ス薬と結核薬を個人の自宅や地元のドロップイン（立ち寄り）センターに届けていま

す。また、エスワティニやケニアでは、キーポピュレーションの人たちが利用しやす

い場所を配布ポイントにして、コンドームと潤滑剤、HIV自己検査キットを配ってい

ます（39）。コミュニティ主導の組織はまた、COVID-19に関しても、知識や情報

を伝えて理解を深め、個人用防護具（PPE）を配布するなどの活動を始めています

（40）。

　2021年のエイズに関する国連総会ハイレベル会合では、HIV陽

性者やキーポピュレーションの代表と国連加盟国代表団の間で集

中的な対話が行われ、エイズに関する2021年政治宣言で

GIPA原則が再確認されています。また、グローバル、

地域、国、地方におけるコミュニティのネットワーク

や他の影響を受けているコミュニティが、HIV対

策の意思決定、計画、実施、モニタリングに

加わり、十分な技術的および財政的支援

が受けられるようにするということも政

治宣言は約束しました。

南アフリカで開かれた

アドボカシーのイベントで話をする

HIV陽性の女性

Credit: UNAIDS
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　COVID-19は目覚まし
コールです。いつかは来
ると科学者たちには分
かっていたパンデミック
に対し、世界は準備がで
きていませんでした。いま
（2021年）は世界中の
たくさんの人が、通常の
状態に戻ることをひたす
ら望んでいます。しかし、
通常の状態では不十分
なのです。この報告書で
紹介したデータ、および
前向きな実践例は、世界
がもっと高い目標を掲げ
ることが可能であり、ま
たそうしなければならな
いことを示しています。

高い成果を上げた国が示すこれからの道

　世界エイズ戦略2021-2026、およびエイズに関する2021年政治宣言によって

示された方向性は、不平等に対峙し、エイズの流行に対する確固とした成果をあげ

てきた国やコミュニティの経験に基づいています。

　エスワティニでは、国内の強いリーダーシップと国際的支援が、積極的なコミュニ

ティの活動や利用者の事情に合わせた分化型のサービス提供と相まって、低・中所

得国のHIV治療プログラムが世界をリードする成果を上げています。90-90-90ター

ゲット達成の目標年より1年前倒しして、（全体としては）95-95-95ターゲットを実

現したのです（94ページのケーススタディを参照）。

　HIV感染の診断を受けたばかりの人たちの家族や世帯員にHIV検査を提供するファ

ミリーベースのインデックス検査（接触者検査）は、西部・中部アフリカ地域で検査

の普及を目指す国連の新たな支援策です。未診断だった何千人ものHIV陽性者の

感染がこの検査で判明し、その人たちが抗レトロウイルス治療を受けられるようになっ

ています（122ページのケーススタディを参照）。ナイジェリアでHIV陽性者の全国

ネットワークが主導する治療モニタリングは、女性と少女、キーポピュレーションの人

たちのサービス利用を妨げる障壁に焦点を当てています（132ページのケーススタ

ディを参照）。南アフリカでは、HIV陽性の男性がピアコーチとなり、男性の医療サー

ビス回避の中心にある恐れや不安に対処することで、HIVに感染しているかもしれ

ない男性の検査と治療のギャップを埋める努力を続けています（98ページのケース

スタディを参照）。

　ラテンアメリカとカリブ地域では、COVID-19対策がHIVの検査と治療サービス

を混乱させていることから、UNAIDSと汎米保健機構（PAHO）、WHOの支援

で抗レトロウイルス薬の複数月調剤とコミュニティによる配布が急速に拡大しました

（216ページのケーススタディを参照）。ベルギーとコロンビアでは、COVID-19に

より新たな課題が加わっているにもかかわらず、HIVサービスを移民・移住者層に届

けています（358ページと232ページのケーススタディを参照）。

　すべての市民を対象に母子保健、性と生殖に関する健康、家族計画のサービス

を無料化し、ユニバーサル・ヘルス・カバレッジのリーダーとなっているスリランカ

は、HIVと梅毒の垂直感染（母子感染）をなくすことに成功した国の仲間入りをしま

した。こうした国は少ないながらも増えています（118ページのケーススタディを参

照）。

　「Go Further」（さらに前へ）パートナーシップは、HIVの影響を大きく受けてい

る12カ国で、子宮頸がん対策のサービスを拡大しています。HIV陽性の女性は、

免疫の力でヒトパピローマウイルス（HPV）を除去することが難しく、子宮頸がんの

発症が驚くほど多いからです。2018年5月の発足以来、Go FurtherはHIV陽性

の女性約150万人に子宮頸がん検診を支援し、前がん病変のある6万人以上の女

性が治療を受けられるようになりました（228ページのケーススタディを参照）。
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　カリブ地域では、コミュニティ主導のグループが戦略的訴訟を用いて、レズビアン・

ゲイ・バイセクシュアル・トランスジェンダー・インターセックス（LGBTI）コミュニティ

の権利を侵害し、健康と生活を危険にさらす法律を撤廃しました（317ページのケー

ススタディを参照）。ペルーでは、若者のHIV検査や性と生殖に関する健康サービ

スの利用を妨げてきた親の同意条項が、アクティビストたちの長年にわたる粘り強い

キャンペーンによってなくなりました（302ページのケーススタディを参照）。

　COVID-19は目覚ましコールです。いつかは来ると科学者たちには分かっていた

パンデミックに対し、世界は準備ができていませんでした。コロナウイルスは、疫病

の発生や自然災害、気候変動、紛争などの危機に際し、貧しい人たちや社会から排

除されがちな人たちを置き去りにする不平等の存在を再び露わにし、さらに悪化させ

てもいます。成功も失敗も含め、HIVから学んだ40年の経験と教訓は、各国の政

府とコミュニティが協力して不平等に立ち向かえるかどうかが、パンデミックへの備え

と対応の鍵を握っていることを明らかにしました。

　いま（2021年）は世界中のたくさんの人が、通常の状態に戻ることをひたすら望

んでいます。しかし、通常の状態では不十分なのです。この報告書で紹介したデー

タ、および前向きな実践例は、世界がもっと高い目標を掲げることが可能であり、ま

たそうしなければならないことを示しています。
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